
 

徳島北農発 第５２号 

令和６年２月２８日 

組合員各位 

徳島北農業協同組合 

代表理事組合長 荒 田 宏 明 

                                                （ 公 印 省 略 ）  
 

合併に関するご報告 

 

 拝啓 時下、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 平素は、当組合の事業運営に対して格段のご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、この度ＪＡ徳島県発足に向け、令和６年３月１２日に開催する板野郡農業協同組

合の臨時総代会にて定款変更の議案提出を行います。変更内容といたしましては下記の通

りとなっております。 

また、定款の新旧対照表およびＪＡ徳島県の機構については、別紙の通りとなりますの

で、ご確認いただきますようお願い致します。 

 本定款変更に対するご意見・ご要望等ございましたら同封の「ご意見・ご要望」用紙に

記載のうえ、３月４日までに各本支店までご提出いただきますようお願い申し上げます。 

 尚、いただいたご意見・ご要望については、３月１２日に開催予定の板野郡農業協同組

合（存続組合）の臨時総代会で報告させていただきます。 

また、ＪＡホームページやＪＡ広報誌にてＪＡ徳島県における今後の対応方向等につい

て開示する予定です。 

敬 具 
 

記 

＜定款変更理由＞ 

令和６年４月１日の合併により、９つの組合が１つとなることから、県内広域となる組

合の様々な部門において、適切な指導・管理ができる経営体制の構築を目指し協議してき

ました。 

ＪＡにおいては、総合事業の適切な経営判断を可能とするためのガバナンス・内部統制

の確立・実効性の向上が喫緊の課題となっており、なかでもコンプイアンスの確立・不祥

事未然防止等の取り組みと、事業の安定的な発展の確保に向けて、特に業務執行体制の役

割発揮が重要です。 

また、農水省より自己改革実践サイクルの一環としての組合員との対話が求められてお

り、合併後は、広範囲の組合員との対話や利用者の声を受け、事業に反映する体制が必要

となります。 

こうした状況を踏まえ、ＪＡ合併協議会において、合併後の役員体制について、「農業所

得の増大に向けた経済活動」を積極的に行う観点から協議を重ねた結果、各地区の組合員

の意思やニーズを遅延なく反映する体制を第一に考え、全般管理者である組合長を補佐し、

ＪＡ全般を担当分野とする「副組合長」が必要との結論に至ったことから、「副組合長」の

設置を可能とする規定を追加するため、定款の一部変更を行うものです。 

 

 



 

 

＜定款変更理由(補足)＞ 

 県下９ＪＡが大同団結した徳島県農業協同組合（以下「ＪＡ徳島県」という。）は、３月

中旬には徳島県知事からの「設立認可書」の交付を受け、４月１日に発足することとなり

ます。 

 ＪＡ徳島県の役員体制については、合併総会に付議し徳島県より認可を受けた定款規定

に基づき、１月１０日に開催した「役員候補者会議」において役付理事予定者等の協議決

定を行ったところであります。 

 その後、ＪＡ合併協議会において、行政庁によるＪＡに対する総合的監督指針において

「農業所得の増大に向けた経済活動」を積極的に行っていく観点から、役員体制をどうす

るかなどについても、組合員と組合の役職員との間で徹底した議論を行うことが求められ

ていることへの対応について協議を行ったところです。 

 その結果、専務理事・常務理事については担当分野の業務に専念する必要がある一方、

ＪＡ徳島県の全般管理者である組合長を補佐しＪＡ全般を担当分野とする副組合長につい

ても設置が必要との結論に至りました。 

 ＪＡ徳島県発足後は、ＪＡ運営全般に亘る意見・要望を組合員等からいただき、より良

いＪＡ運営に資することを目的とした「地区運営委員会」を開催することとしていますが、

大規模合併により多数の支店・経済センター等をかかえた中で、合併による激変緩和策と

して合併後１期３年間は地区担当常勤役員を配置しますが、以降は本店における役付・常

勤役員のみの対応となります。 

 このため、現在、９ＪＡでは常勤役員３名が組合員等への対境対応を行っていますが、

将来的には慶弔等への対応方法の検討も必要ですが、組合員の皆さんから合併した早々か

ら、ＪＡが遠くなったとの声をいただかないことも必要となります。 

 加えて地区運営委員会は開催日が重複することが想定され、全般管理者としての副組合

長の必要性が認められることから、定款第 32 条の役付役員の規定に「副組合長」を追加す

るため定款の一部変更を行うものです。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

定 款  新旧対照表 

新 旧 

第１章 総  則 

 

第 １条～第３１条 (略) 

（組合長，副組合長，専務理事及び常務理事） 

第３２条 理事のうち１人を組合長とし，理事会の決議により理事のうち

から選任する。 

２ 副組合長，専務理事及び常務理事は，必要に応じ，理事会の議

決により理事のうちから選任することができる。 

３ (略) 

４ 副組合長は，組合長を補佐してこの組合の業務を処理し，あら

かじめ理事会の決議により定めた順位に従い，組合長に事故ある

ときはその職務を代理する。 

５ 専務理事は，組合長及び副組合長を補佐してこの組合の業務を

処理し，あらかじめ理事会の決議により定めた順位に従い，組合

長及び副組合長に事故あるときはその職務を代理する。 

６ 常務理事は，組合長，副組合長及び専務理事を補佐してこの組

合の業務を処理し，あらかじめ理事会の決議により定めた順位に

従い，組合長，副組合長及び専務理事に事故あるときは，その職

務を代理する。 

７  理事は，あらかじめ理事会の決議により定めた順位に従い，組

合長，副組合長，専務理事及び常務理事ともに事故あるときはそ

の職務を代理する。 

第３３条～第７０条 (略) 

 

第１章 総  則 

 

第 １条～第３１条 (略) 

（組合長，専務理事及び常務理事） 

第３２条 理事のうち１人を組合長とし，理事会の決議により理事のうち

から選任する。 

２ 専務理事及び常務理事は，必要に応じ，理事会の議決により理 

事のうちから選任することができる。 

３ (略) 

(新設) 

 

 

４ 専務理事は，組合長を補佐してこの組合の業務を処理し，あら

かじめ理事会の決議により定めた順位に従い，組合長に事故ある

ときはその職務を代理する。 

５ 常務理事は，組合長及び専務理事を補佐してこの組合の業務を

処理し，あらかじめ理事会の決議により定めた順位に従い，組合

長及び専務理事に事故あるときは，その職務を代理する。 

 

６  理事は，あらかじめ理事会の決議により定めた順位に従い，組

合長，専務理事及び常務理事ともに事故あるときはその職務を代

理する。 

第３３条～第７０条 (略) 

 

（別 紙 １） 


